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Ⅰ. はじめに 

1．文章作成能力向上科目の改善 

1～2年次の必修科目「日本語コミュニケーション演

習」は 2013 年度に実施された大学カリキュラムの大

幅改訂に伴って開設された科目である．ただし，2012

年度以前のカリキュラムでも「文章表現法演習」とい

う科目が実施されていた． 

「日本語コミュニケーション演習」の到達目標や講

義内容が現在に近い形となったのは 2017 年からであ

る．これは 2016～2017 年度に実施された「大学の現

状及び将来展望を考える全員協議会」内の「基礎学力

向上分科会」で検討された文章作成能力向上プログラ

ムに対する指摘内容を反映したものである． 

この分科会では，高等学校までの国語科の内容に類

似した内容を必修科目として実施することに対し，学

生のモチベーション維持が難しい点が指摘されている．

また，2016年度までの同科目では，学生のモチベーシ

ョン向上を意図して「日本語検定」（特定非営利活動法

人日本語検定学会）及び「語彙・読解力検定」（ベネッ

セコーポレーション・朝日新聞社）を実施していたが，

これも有用性が学生に理解されず，モチベーション向

上に繋がっていない，との指摘もあった．これらを踏

まえ，2017年度からは大学での学修と就職・採用試験，

卒業後の仕事に役立つ文章を理解する力，文章を作成

する力を身に付けることを明確にシラバスで謳い，こ

れに即した到達目標，講座内容に改編している．基礎

学力向上分科会では他にも，入学人数が増加したこと

に伴い 1 クラスあたりの人数が増え，1 人 1 人に目が

届きにくくなって学修効果が上がらなくなった，とい

う声もあった．そのため，2017 年度からはこれまで 3

名であった担当教員を 5名に増やし，文章添削等の機

会を増やす改善も実施した．2018年度には担当教員数

を更に 1 名増やし 6 名としたが，2019 年度からは 3

名での担当となっている． 

2．科目の目的と位置づけ 

先述の通り，現在の「日本語コミュニケーション演

習」は大学での学修（教科書，教授内容の理解とレポ

ート作成）や就職・採用試験，卒業後の仕事に役立つ

読解力と文章作成能力を身につけることを目的として

いる．これについてはシラバスに明記すると同時に，

授業内でも度々学生に説明している． 

この目的を達成するため，1年次後期に実施する「日

本語コミュニケーション演習（基礎）」では読解力に重

点を置いた学修を行い，2 年次前期に実施する「日本

語コミュニケーション演習（応用）」では文章作成能力

に重点を置いた学修を行うこととしている．本稿で報

告する内容は，2 年次前期に実施する「日本語コミュ

ニケーション演習（応用）」の取り組みである．ただし，

1 年次後期の「日本語コミュニケーション演習（基礎）」

においても文章作成能力向上のためのワークを（取り
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組み時間・回数は少ないものの）実施しており，その

内容は本稿で説明する内容を学生の学修段階に合わせ

て若干簡略化したものとなっている． 

なお，「日本語コミュニケーション演習」で向上を目

指す「文章作成能力」は授業で課されるレポートや論

文，就職・採用試験の論作文，企業・組織等で用いら

れる報告書等で用いられる「報告文」の作成能力を指

している．授業においても，高等学校までの国語科等

でしばしば学生が作成してきた「作文」「感想文」とは

明確に異なるものであることを折に触れ説明している． 

 

Ⅱ. 指導方法  

1．各講時の進め方 

「日本語コミュニケーション演習（応用）」の授業は

毎回，図 1のように進めている． 

 

ここで，「朝日新聞時事ワークシート」とは，朝日新

聞社が提供する教育用コンテンツで，新聞記事とそれ

を元にした読解・要約や文章作成を行うワークシート

がセットになっているものである．授業で使う新聞記

事は一週間前に配布し，記事について読み込み，理解

できない箇所については調べてくることを自学自習課

題の内容としている． 

「図形の読み解き」ワークシートは新聞記事中の図

やグラフから内容を読み取るワークが中心となってい

る．愛知県教員採用試験の論作文問題のように，図や

グラフから読み取った内容を元に答えさせる形式の就

職・採用試験問題も見られるため，卒業後の進路選択

に資すると考えて毎回実施している． 

「新聞記事の読み解き」ワークシートは社会問題を

取り上げた新聞記事を読ませ，読解・要約に関する簡

単な問題と取り上げられている社会問題に対する意見

を 100文字で答えさせる問題から成り立っている．先

述の通り「日本語コミュニケーション演習（応用）」の

授業は文章作成能力に重点をおいているため，こちら

に多くの時間を費やしている． 

また，第 5回，第 10回，第 15 回には「新聞記事の

読み解き」ワークシートに追加資料を加え，400 字程

度の「ミニレポート」を実施している． 

2．文章作成問題解答のルール 

「新聞記事の読み解き」ワークシートの文章作成問

題は「あなたはこの問題についてどう考えますか．そ

の理由と共に 100 字程度で答えてください．」のよう

な問題である．学生の捉え方によって「報告文」を要

求されているようにも「感想文」を要求されているよ

うにも取ることが可能なため，授業内で図 2のような

ルール（採点基準）を設けて，簡潔で論理的な報告文

を書くように促している．このルールは 2017 年から

のワークシート添削や教職課程や卒業論文の指導等の

経験を元に，担当教員で協議して決めたものである． 

図 2 の「1.レポート文の形式に関するルール」につ

いては(4)を除けば報告文作成における一般的なもの

と考えている．(4)は意見を表現する部分で「～と考え

た．」という末尾を付ける学生が散見されたことから加

えたルールである．授業内で取り組む文章作成問題は

先述の如く「どう考えますか」と問うものであること

から，今考えている内容を書くように指導を行ってい

る．過去形にすることで婉曲的なニュアンスになるこ

とが好まれている可能性も考えられるが，報告文であ

ることから婉曲的な表現はやはり不適である．また，

授業内で取り組む報告文は 100字～400字と短文であ

る上，学生自身の考えを問うていることが明白である

ため，現在形の「～と考える．」という末尾も使用しな

いよう指導している．同様の理由から，報告文で一般

的な「序論＋本論＋結論」の３段構成ではなく，「結論

（序論に相当する）＋理由・根拠（本論に相当する）」

の 2段構成での文章作成も同じく指導している． 

図 2 の「2.言葉の使い方に関するルール」について

は，１年次後期の「日本語コミュニケーション演習（基

礎）」のテキスト「ステップアップ日本語講座中級」で

学修する内容のうち，文章作成が苦手な学生が誤りや

すい箇所をピックアップしている． 

 

学生には図 3及び図 4のような資料を配付して説明

を行っている．この資料は図 1の 2.①にある前回の回

答への講評などの際にも随時参照している．

 

図 1．各講時の進め方 

 

図 2．ワークシート記入のルール 
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図 3．レポート文の書き方とワークシートの採点基準-1 
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図 4．レポート文の書き方とワークシートの採点基準-2 
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3．「新聞記事の読み解き」補助シート 

添削指導を行う中で，同じ学生に同様の内容の添削

を繰り返し行う事例が多くあることが，担当教員間で

問題となっていた．添削指導の教育効果が十分でない

ことを示す事例と考えられるためである． 

この問題を改善するため，自分又は他の学生が作成

した文章について，学生自身がチェックすることがで

きるシートを作成し，令和 3年度前期から運用を始め

た．このシートが図 5の「新聞の読み解き」補助シー

トである．上半分のマスがかかれている部分はワーク

シートで報告文を作成する際の下書きに用いる部分で

ある．従来から授業では報告文を書き始める前に必ず

構想をまとめるメモや下書きを欄外に書くよう指導し

ていた．しかしながら，分かりにくい文章を書く学生

の多くが下書きや構想メモを作らずに直接記入してい

たため，補助シートへの下書きを必須として採点対象

に加えたものである． 

補助シートの内容は先に示したルールに準拠したも

のであるが，基にしたものは遠隔授業時に教員が利用

したチェックリストである．これについては後述する． 

令和 3年度前期の「日本語コミュニケーション演習

（応用）」では，学生同士でペアを作ってワークシート

を交換し，採点させた上で減点した点などについて意

見交換させた．採点者によって得点に差が出ないよう

に基準を作成したが，それでも差がでることは避けら

れないと考え，採点後の答案は教員が全て再点検・再

添削し，必要に応じて点数を修正した．統計はとって

いないが，当該科目でも真剣に取り組む学生ほど自己

採点が厳しくなる傾向が見られた．

 

 

 

図 5．「新聞記事の読み解き」補助シート 
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4．遠隔授業への対応 

コロナ禍への対応のため，令和 2年度前期に実施し

た「日本語コミュニケーション演習（応用）」は遠隔授

業として実施した．ワークシートについて朝日新聞社

に確認したところ，PDFデータとして学生に配信して

も構わないとのことであったため，ワークシートのデ

ータを Microsoft Teamsで学生に配信した上で，解答

（問いに対する答え部分や報告文）は Microsoft 

Forms に記入させる形を取った．報告文に対する採

点・添削内容は教員が専用の Excel シートに記入した

ものをWord及びOutlookの差し込み印刷機能を用い

て個々の学生にメールで返却した．このメールは，図

6 のようなもので教員からのコメントの他，報告文に

ついての観点（採点基準）毎の評価も付されている．

解答・添削・返却のワークフローを図 7に示す．この

仕組みは筆頭報告者が作成を行った．なお，講義部分

（記事の解説やワークシートの講評等）は Teamsのビ

デオ会議機能を用いた．

 

 

 

図 6．学生への返却メール 
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「日本語コミュニケーション演習（応用）」において

は上述の仕組みは有効であったようで，「新聞記事の読

み解き」ワークシートの点数上昇や全体の成績が若干

上昇した他，授業評価アンケートでも「採点基準が分

かり易い」等，肯定的なコメントがみられた他，総合

満足度や授業方法，教員姿勢に関する評価も前年度よ

り上昇している． 

ただし，令和 2年度後期の「日本語コミュニケーシ

ョン演習（基礎）」では，前期と同様の方法で希望者の

み対面とする遠隔授業を実施した結果，どのクラスで

も前年度に比べ単位修得率が低下する傾向が見られた．

これについては令和 2年度後期に「日本語コミュニケ

ーション演習（基礎）」を受講した学生は 1年次学生で

あり，対面授業をほとんど受講していないことが学習

意欲に影響した可能性が考えられる（前期の「日本語

コミュニケーション演習（応用）」を受講した学生は 2

年次の学生であり，1 年次に対面で「日本語コミュニ

ケーション演習（基礎）」を受講している）．このため

令和 3年度前期の「日本語コミュニケーション演習（応

用）」は対面を原則としている． 

 

Ⅲ. 教育効果 

文章作成能力に関する定量的な評価は困難である

が，「新聞の読み解き」ワークシートについて，前半

5回分の平均点と後半5回分の平均点の比較を試みた．

後半の平均点が前半に比べて上昇している学生の比率

を 3年間分比較したものが表 1 である． 

 

対面で実施していた 2019 年度から遠隔授業で実施

した 2020 年度にかけて，平均点数が上昇した学生の

比率が大きく上がっているが，これには 2つの要因が

考えられる．1 つは，「新聞記事の読み解き」ワーク

シートの採点方法が変わったことである．2019年度は

3 点満点（0.5 点刻み）で実施していたが，2020 年度

は 10点満点（0.5点刻み）で実施した．これにより，

より細かい改善が点数に表れるようになったと考えら

れる．もう 1つは，観点（採点基準）毎の評価を開始

したことである．これを毎回メールで個々の学生に返

却することで，どの点で減点されたのか，改善すべき

点がどこか，前年度に比べ明確に学生に伝わったと考

えられる． 

2020年度と 2021年度を比べても，若干の向上がみ

られるが，これには，授業を対面としたことの効果の

他，「補助シート」を利用した効果が考えられる．「補

助シート」により，文章作成中も観点（採点基準）を

参照できるようにした．また，他の学生と交換して採

点させたことにより，観点（採点基準）についてより

学生の注意が向くようになった． 

この結果から，今後も補助シートを改良しつつ利用

していくことが適切と考えている． 

 

Ⅳ. 課題 

Ⅲに報告したとおり，6 割程度の学生の文章作成能

力が向上している一方，3～4割程度の学生の文章作成

能力は向上が見られていない．指導方法に更なる改善

の余地があることは明らかである． 

この問題に対し指導教員間で共有している課題とし

て，学修意欲の低い学生への対処があげられる．必修

科目として強制的に受講させている以上，このような

学生が選択科目に比べ多くなることは想定されること

ではあるが，よりきめ細かい指導により，意欲を引き

出すことも可能であろう． 

Ⅰで述べたように，全員協議会での話し合いの成果

として，少人数制を生かしたきめ細かい指導により意

欲を引き出し，教育効果を上げることを目的として担

当教員の人数を 5～6 名に増やす改善を行った．しか

しながら，その後諸般の事情により 2019 年度からは

担当教員が再び 3名となってしまった．その後入学者

が増加したことも加わり，2021 年度は 1 クラスあた

りの人数が 60～70 名という状態になっている．教育

効果を上げるために，科目の実施体制・方法を大幅に

見直す必要を感じている．例えば本稿で紹介した指導

方法をプレゼミ・未来デザイン演習でも実施すること

で「きめ細かな指導」の部分をこちらで補うような方

策も考えられる． 
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図 7．解答・添削・返却のワークフロー 
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